
＜調査の概要＞

調査の目的

ＪＡの現状や今後のあり方に関する組合員や地域住民の意識や意向を把握すること等

実施形態

ＪＡ全中と農林中金総合研究所が共同で実施

実施時期

平成20年10月

調査対象者

全国９ＪＡ（北海道1、東北1、関東1、東海2、近畿1、中国1、四国1、九州1）管内の正
組合員、准組合員、組合員以外の地域住民

調査方法

無記名式アンケート調査

配付数と回収数

配付数4,500部 回収数2,525部 回収率56.1％

組合員・地域住民が考える

ＪＡの現在と将来

－平成20年度ＪＡ組合員・地域住民アンケート結果－

農林中金総合研究所
Norinchukin Research Institute Co., Ltd.

農林中金総合研究所
Norinchukin Research Institute Co., Ltd.
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回答者のＪＡ組合員資格と年齢

回答者のＪＡ組合員資格は、正組合員が42.9％、准組合員が30.1％、組合員以外の回答
者が27.0％である。

回答者の年齢は、60歳代が28.5％、50歳代が23.0％、70歳以上が20.9％であり、50歳以
上の割合は合わせて72.4％である。

「地域農業の維持・振興が必要な理由」の第１位には「食料の安定的確保のため」があ
げられ、「安全・安心な農産物確保のため」が続く。

第１位、第２位の回答割合はとくに准組合員・組合員以外の地域住民で高く、食の安定
的確保・食の安全性への地域住民の関心が高いことがうかがえる。

農業の維持・振興が必要な理由の第１位は｢食料の安定的確保のため｣

組合員資格

年齢

地域の農業を
維持・振興することが
必要だと考えますか

地域農業の維持・振興が必要な理由（複数回答）

n=2,303

n=2,520

n=2,300

17.0%

1.1%

81.9%

必要で
ある

必要ではない

わからない

理由
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正組合員（n=949) 准組合員(n=663) 組合員以外の地域住民(n=605)

（％）

組合員や地域住民はＪＡの事業を総合的に利用

組合員･地域住民はＪＡの何を評価しているか。正・准組合員、組合員以外の地域住民

のいずれの層でも、「様々なサービスを総合的に行っている」ことを評価する人が最も

多い。一方、２番目に多いのは、正組合員では「農業振興のための組織」であること、

准組合員と組合員以外の地域住民では「地域に根ざした組織」である。

組合員や地域住民は、ＪＡの事業を総合的に利用しているのだろうか。ＪＡの事業を、

信用・共済部門、農業部門、生活部門の３つに分類し、利用の組合せをみると、３分野

とも利用している割合は、正組合員の場合には93.2％、准組合員・組合員以外の地域住

民の場合には46.9％と大部分を占めている。組合員や地域住民の大部分はＪＡの事業を

総合的に利用しているといえる。

組合員・地域住民は総合的なサービス提供を評価

ＪＡ利用者のＪＡ事業利用の組合せ

よいと思うＪＡの特徴（複数回答）

正組合員 准組合員・組合員以外の地域住民

n=176

信用･共済部門
＋生活部門
＋農業部門

93.2％

信用・共済部門

＋生活部門

3.4％

信用・共済部門のみ
1.7％

生活部門＋農業部門

0.0％

生活部門のみ

0.0％

農業部門のみ

0.0％

信用・共済部門

＋農業部門

1.7％

n=194

信用･共済部門
＋生活部門
＋農業部門

46.9％

信用・共済部門

＋生活部門

42.8％

信用・共済部門のみ
6.7％

生活部門＋農業部門

0.0％

生活部門のみ

1.0％

農業部門のみ

0.5％

信用・共済部門

＋農業部門

2.1％
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専業農家が
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25.4

農業者が中心の
組織
45.1

農業者と
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組織
15.8

5.7

農業者と地域農業
への応援者が中心

の組織
27.9

地域の住民の組織
22.6

2.8
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今後の
あるべき姿
（n＝822）

現状の姿
（n＝824）

その他
わから
ない

農業者中心の組織から地域住民も含む組織へ

ＪＡの役員は、地区代表として選出される正組合員とＪＡの職員経験者が中心で、加え
て少数の女性部や青年部の代表が含まれているのが現状である。今後について、ＪＡの
役員として選出すべき人を、ＪＡ運営への組合員の意見反映に関心のある組合員・地域
住民に聞いたところ、正・准組合員及び組合員以外の地域住民のいずれの層も、「地区
のすべての組合員の代表」の回答が最も多く、准組合員も含めた地区代表の選出が望ま
しいと考えられている。

組合員・地域住民の考えるＪＡの現状の姿は、「農業者が中心の組織」、次いで「専業
農家が中心の組織」である。

しかし、今後のあるべき姿は、「農業者と地域農業への応援者が中心の組織」次いで
「地域の住民の組織」であり、現状の姿とはかなり異なっている。

役員はすべての組合員の地区代表が望ましい

どちら
ともい
えない
48.9%

関心は
ない
7.8%

関心
があ
る

43.3%

ＪＡの今後の方向に
関心がありますか

ＪＡの現状の姿と今後のあるべき姿

ＪＡの運営に組合員の
意見を反映させることに

関心がありますか

関心
があ
る

43.3%

関心は
ない
11.3%

どちら
ともい
えない
50.6%

ＪＡの役員として選出すべき人（複数回答）

n=2,173

n=2,231
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議決権・選挙権は正組合員に限るが、准組合員の意見も反映すべき

19年度のＪＡ全体の准組合員比率は48％まで上昇、今後遠くない将来に准組合員が過半
を占めることも予想される。しかし、准組合員は議決権・選挙権を持っていない。今後
について組合員・地域住民に聞いたところ、組合員以外の地域住民、准組合員では「わ
からない」という回答が最も多いが、それを除けば、正組合員も含め、「議決権・選挙
権は正組合員に限るが、准組合員の意見もＪＡの運営に反映できるようにすべき」とい
う回答が最も多い。

正組合員が減少する一方、准組合員数は増加を続けているが、准組合員加入の理由とし
て最も多いのはＪＡ職員からの勧誘であり、ＪＡからの積極的な働きかけが有効である。
また、准組合員加入により、ＪＡの商品やサービスの利用が増加した人は35.4％、また
ＪＡ活動への参加が増加したのは20.1％にのぼっており、准組合員への加入が、事業利
用や活動参加に一定の効果をあげていることがわかる。

准組合員加入の理由はＪＡ職員からの勧誘

今後、准組合員の議決権はどのようにあるべきか（複数回答）

准組合員に加入したきっかけ・理由（複数回答） 准組合員加入による変化

ＪＡの商品・サービスの利用

ＪＡの活動への参加

減った
3.3%

変わら
ない
76.6%

増えた
20.1%

増えた
35.4%

変わら
ない
63.0%

減った
1.5%

n=676

n=652

n=578

0 20 40 60

わからない

准組合員の意見をJAの運営に
反映させる必要はない　　　

議決権・選挙権は正組合員に限るが、
准組合員の意見もJAの運営に　　　　
反映できるようにすべき　　　　　　

准組合員も議決権・選挙権を　　
持つべきだが、議決権・選挙権の
過半数は正組合員が占めるべき　

准組合員も正組合員と同様に、
議決権・選挙権を持つべき　　

正組合員(n=886)

准組合員(n=642)

組合員以外の地域住民(n=579)

（％）
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前述のとおり、准組合員加入によってＪＡの活動への参加が増えた割合は約２割である

が、ＪＡのイベントへの参加や組合員組織への加入の現状は十分とはいえない。

一方で、准組合員世帯や組合員以外の地域住民世帯の男性の場合は農業体験や地域活性

化に関連した活動への関心が強く、女性の場合には食育に関連した活動への関心が高い。

組合員世帯・組合員以外の地域住民世帯別にＪＡについて知りたい情報をみると、正組
合員世帯では「経営方針」「財務・収支状況」などＪＡの経営全般に関する情報ニーズ
が高い。一方、准組合員世帯・組合員以外の地域住民世帯では「商品内容（金利・価
格・品質等）」「イベント（ＪＡ祭・農業祭等）」等のＪＡの事業・サービス全般への
情報ニーズが高い。ＪＡの広報活動もこうした情報ニーズの多様性をより配慮した対応
が必要とみられる。

世帯とＪＡの関係により異なる情報ニーズ

参加したい活動（複数回答）准組合員のＪＡのイベントや
組合員組織への参加状況（抜粋）

過去1年間のＪＡの
イベントへの参加

ＪＡの
組合員
組織へ
の加入

59.2

20.1 24.9

0

20

40

60

かつては
参加した
ことがある
が過去1年
間は参加
していない

今まで一
度も参加
したこと
はない

今まで加
入したこ
とはない

（％）

45.0%

ＪＡについて知りたい情報（複数回答）

正
組
合
員
世
帯

准
組
合
員
世
帯

組
合
員
以
外
の

地
域
住
民
世
帯

正
組
合
員
世
帯

組
合
員
以
外
の

地
域
住
民
世
帯

准
組
合
員
世
帯

准組合員や地域住民で食農関連や地域活性化の活動への関心高い

男性
女性n=664 n=645

n=1,334

n=2,178
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今後の方向（もっと充実･新規開始の回答割合－縮小・廃止の回答割合）

電化製品や宝飾品の購入

LPガス

給与・年金の振込

貯金
JA共済

ローンの借入

農業施設の利用

新規就農の支援

農業資材購入

営農指導

農産物販売委託農業経営委託

食育・食農教育

健康診断・健康相談

文化・スポーツ活動
JA祭・
農業祭

市民農園の斡旋

旅行の手配

ＳＳ

農機・自動車の購入･修理

葬祭サービス

食料品･生活用品の購入

税務・法律相談

土地活用・資産管理

高齢者福祉

直売所での農産物購入

全事業平均

全
事
業
平
均

（ポイント）

（ポイント）

（農家）

取組みの優先度が高いのは農業関連事業

現状の利用満足度DIが低く、今後の方向性についてのＤＩが高い事業は、ＪＡとしての
取組みの優先度がより高いと考えられる。

農業関連事業では、優先度が高い事業に該当するものが多い。反対に、電化製品や宝飾
品の購買事業は優先度が低いといえる。

農家が最も頻繁に営農技術の指導を受けている相手は｢ＪＡの営農指導員｣が約6割を占
め圧倒的に多い。ただし、｢ＪＡの営農指導員｣の回答は販売高1000万円以上層では
34.2％へ低下する一方、「農業改良普及員」は25.0％へ上昇する。ここから専業的な農
家への営農技術の指導に関しては「ＪＡの営農指導員｣と「農業改良普及員」のさらな
る連携が必要なことがうかがえる。

営農技術の指導を受ける相手はＪＡの営農指導員が中心

ＪＡの各事業における今後の方向性ＤＩと現状の満足度ＤＩ
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1
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し

全
体

34.2

60.2

68.6
65.1

69.7
68.0

58.6

25.0
21.7

13.7
10.1

6.6
4.014.6

0

20

40

60

80（％）

農産物販売額

ＪＡの営農指導員

農業改良普及員

最も頻繁に営農技術の指導を受けている相手（抜粋、単一回答）

n=534



平成21年4月 7

7
0
歳
以
上

6
0
～
6
9
歳

4
0
～
5
9
歳

1
8
～
3
9
歳

農
家
全
体

57.4
67.0

76.682.1

67.5

17.8
16.520.217.9

18.5
11.6

9.7
8.9

3.69.3
15.5

13.6
7.8

7.112.8

0

20

40

60

80

100
（％）

高齢者でも出荷できる直売所

ＪＡグループでは直売所を強化しているが、アンケートでも農家の約2割が出荷先として
「直売所で販売｣を選んでいる。この「直売所で販売｣の回答は年齢による偏りが小さい
ことが特徴である。また、「露地・庭先販売」も高齢の正組合員ほど回答割合が高くな
る傾向があり、高齢者が営農を継続する上で少量でも販売可能な販路が重要であること
がうかがえる。

ＪＡ

直売所

露地・庭先販売

出荷していない

農家の農産物出荷先（抜粋、複数回答）
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農家のうち正組合員の年齢
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